



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　54 大原社会問題研究所雑誌　№ 549 ／ 2004.8 55　
社会運動と労働運動は，そう意識されたか否かは別として，議会政治をめぐる憲法変遷に対応する
憲法政策展開の過程となっていた。日本国憲法の場合，20世紀後半以降における変遷過程は，一字
一句，変更されることのなかった憲法典と，日米同盟条約を軸に次から次へと積み重ねられる憲法
修正条規との間の緊張関係を内実とするものとなっていた。憲法改正問題とは，社会と労働の領域
においても，憲法典と日米同盟条約という異質の法原理の確執構造に直面する憲法政策的対応にほ
かならなかった。
　私のプログラム・パッケージにおいては，日本国憲法の自生的要因を分析するにあたって，第9
条の生成過程をとくに重視しないという判断が示されていた。日本国憲法の形成過程で確定可能な
構成原理として重視されるのは生存権規程を軸とする社会権原理であるという判断が示されていた
（『世界』1995年6月掲載の拙稿参照）。あるいは，ロナルド・ドーア氏によって『朝日新聞』（1992年6月
12日付）の「投書欄」でなされた「先手を打って…憲法改善を提案」せよとする第9条修正案への
注目を行っていた（「憲法原理の再構成」⑨所収を参照）。さらには，社会民主党の土井たか子氏へ「第
九条よりは第25条ではないか」と提言し，土井氏から「でもやはり第9条です」と反論されていた
（『社会新報』2000年4月5日，参照）。しかし，いわゆる憲法改正問題についての真正面からの明確な発
言を避けるのが私のスタンスであった。
　ジョン・ダワー氏の『敗北を抱きしめて』（Embracing Defeat）が三浦陽一氏ほかによって岩波書店
から訳出されたのは2001年であった。第二次大戦における軍事的敗北と占領を，日本の社会は単に
アクセプトしたのではなくエンブレイスしたのであるとするダワー氏の戦後史理解は，日米同盟に
ついても，その内容を軍事的従属関係に終わらせない受容として対応する英知が発揮されるであろ
うとする知日派のメッセージになっている。少なくとも私にはそのように読めた。それは，ロナル
ド・ドーア氏の提言に続く示唆的な発言であった。
　憲法改正問題は，解釈改憲という憲法典修正の地均し段階を終え，いまや議事日程化されつつあ
ると見るべきであろう。衆議院と参議院による憲法改正問題委員会の論議は，この数年の間に終結
させられる予定である。私の憲法改正問題に関する論点整理の作業も，そろそろ終わらせなければ
ならない段階に到達しているのであった。
（たかはし・ひこひろ  法政大学名誉教授）
「社会労働運動史研究の45年」から（高橋彦博）
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
（求められるままに，以上の一文を『大原社研雑誌』の編集部に提出したのは2003年5月であったが，「編集の都
合」で掲載が遅れ，今日にいたった。この間に，私は自分を語る気力を喪失している。しかし，ここにおける問
題提起を前提にしないとこれからの議論がしにくくなると思われる論点が一，二，この一文に含まれている。それ
で，若干の字句の修正を加えたほかは旧稿のまま，あえてこの時点での掲載をお願いすることにした。）
